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令和 2 年 11 月

令和 2 年度 令和 11 年度

１．事業概要

（１）

人

年

㎡ 台

別添１２－１

1

11,970.69 409

構 造 立体式

駐 車 場 使 用 面 積 収 容 台 数

営 業 時 間 ０時～２４時

種 類 届出駐車場

越谷駅東口駐車場職 員 数

8

施 設 名

越谷市駐車場整備事業経営戦略

事　業　形　態

事 業 開 始 年 月 日 平成24年6月1日

団 体 名 ： 越谷市

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

非適用
法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度 利用料金制

 ア　民間委託

立 地 駅
建設後（建替後）の経過年

数



（２） 料　金　形　態

車種

円 円

円 円

（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１）

利用形態及び周辺駐車場の料金体系を勘案して利用料金を設定している。

　本駐車場は平成２６年度に利用料金制を導入しており、平成２７年度以降は収支が黒字にて推移しているため、指定管理者から

の納付金が主な収入となっています。詳細は、別紙の経営比較分析表をご参照ください。

　 ８時　～　２０時

２０時　～　　８時

営業時間

入庫後、1時間まで100円　以降30分までごとに50
円

入庫後30分まで無料、以降
【昼間】
　8時～20時まで　　30分までごとに100円
　　　　　　　　　　　　（最大料金　1,000円）

【夜間】
　20時～8時まで　　60分までごとに100円
　　　　　　　　　　　　（最大料金　　500円）

料金形態の考え方

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

　平成２４年度の開設から利用状況は増加し続けていますが、駐車場の駐車可能台数（普通車４０３台）から、利用状況の大幅な

増加は見込めないと考えており、令和２年度以降の利用状況を３７万台（稼働率２５０％）と見込んでいます。

平成26年4月1日

駐車場需要の見通し

二輪自動車

100

100

普通車

200

100

単位：件 単位：件

年度
利用件数

（普通車出庫件数）

平成27年度 280,588

平成28年度 322,332

平成29年度 355,041

平成30年度 370,077

令和元年度 376,727

５か年平均(H27～R1) 340,953

令和２年度以降 370,000
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（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

料金収入の見通し

基本方針１
　利用者が安全・安心に利用できる施設を維持するため、指定管理者制度を継続しハード面・ソフト面での適切な管理運営に努め
ます。
基本方針２
　適切にコストを管理するとともに、収益の最大化を図るため、利用料金制を継続し経営の効率化を図ります。
基本方針３
　利用者の利便性を高めるとともに、駅周辺の活性化を図るため、周辺の商業施設等との提携を図ります。

　平成２４年６月１日の開設以来、令和２年１１月現在で８年が経過した施設であることから、老朽化により早急な改修が必要な箇

所はありません。今後は、越谷市公共施設総合管理計画に基づき、施設を長期的に使用していくために、計画的な修繕を実施し

ていく必要があると考えています。

組織の見通し

　現行で指定管理者制度による管理運営を行っており、今後についても指定管理者制度を活用した管理運営を行っていく予定で

あることから、定員については令和２年度現在の水準である市の職員１人（兼務）を継続する見込みです。

　平成２４年度の開設から利用状況は増加し続けていますが、駐車場の駐車可能台数（普通車４０３台）から、利用状況の大幅な

増加は見込めないと考えており、今後の料金収入については横ばいになると見込んでいます。

施設の見通し

単位：円 単位：円

年度 料金収入

平成27年度 64,246,050

平成28年度 84,384,251

平成29年度 91,765,892

平成30年度 93,791,326

令和元年度 93,559,783

５か年平均(H27～R1) 85,549,460

令和２年度以降 90,000,000
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・駐車場の管理運営費について、現行の水準が継続すると見込んでいます。

・職員給与費については、令和２年度の市の職員体制である定員１名を見込んでいます。

・現在と同様に、指定管理者制度（利用料金制）による管理運営を想定しています。

・当経営戦略の期間内（令和１１年度まで）は、計画的な改修を行う予定はありませんが、突発的に修繕が発生する可能性などを

考慮して、800千円を毎年度計上しています。

・駐車場管理システム等の機器については、更新時期、更新手法が未定であることから投資として計上していません。

・現在と同様に、指定管理者制度（利用料金制）による管理運営を想定しており、主な財源である指定管理者からの納付金につい
て、直近の実績である令和元年度の料金収入及び管理経費を勘案したうえで、令和２年度と同程度で推移すると見込んでいま
す。
・利用料金については、現行の料金体系が継続するものとしています。
・令和元年度時点での稼働率が概ね２５０％であり、今後の大幅な利用増は見込めないことから、料金収入の規模は令和元年度
の水準が継続すると見込んでいます。
・利用料金以外の収入については、行政財産の目的外使用に係る使用料を計上しており、令和元年度の水準が継続すると見込ん
でいます。

目 標

・施設本体の改修を、公共施設等総合管理計画に基づき計画的に実施します。
・駐車場管理システム等の機器について、老朽化や陳腐化の対策として定期的な更新の必要性が
ありますが、コストの平準化と抑制の観点から、最も効率的な更新手法を検討して採用することとし
ます。

目 標

・主な財源である指定管理者からの納付金について、令和２年度と同程度で推移すると見込んでい
ます。
・利用料金の水準については、社会情勢や近隣駐車場の料金水準を勘案した金額となるよう、定期
的な見直しを図ることとします。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

委 託 料 　　－

管 理 運 営 費 指定管理者と協力して、コストの抑制に努めるなど効率的な管理運営費の執行に努めます。

職 員 給 与 費 令和２年度現在の市の職員体制１人（兼務）を継続します。

そ の 他 の 取 組 　　－

駐車場管理システム等の機器更新に係る投資の平準化を検討します。

そ の 他 の 取 組 　　－

投 資 の 平 準 化

資産の有効活用等によ
る

収 入 増 加 の 取 組

行政財産の目的外利用に係る収入として、自動販売機の設置や越谷市フィルムコミッションによる
撮影場所の提供等による使用料収入の確保を図ります。

そ の 他 の 取 組 　　－

料 金
収支状況が黒字で推移しており、指定管理者からの納付金が毎年度納付されていることから、利用
料金については、社会情勢及び周辺駐車場の状況を勘案して見直しを図ります。

企 業 債

繰 入 金 　　－

　　－

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

　　－

民 間 活 用 指定管理者制度の活用を継続します。

利用者増加に向けた取
組

稼働率が令和元年度で概ね２５０％となっているため、利用者増加への取組ではなく、現在の利用
状況に合わせた利用者満足度の向上を図ります。

駐車場の配置の適正化



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

本経営戦略は、進捗状況等の評価・検証を行った上で、利用者の評価及び社会情勢の変化等を踏
まえ、適宜修正を行っていく必要があると考えています。具体的には、指定管理者の更新の際に経
営戦略と実績との乖離を評価・検証するとともに、他の計画等との整合性を勘案したうえで、適宜見
直しを図ることとしますが、毎年度の決算により、後年に影響が生じる見直しが必要となった場合に
は、適宜見直すこととします。
なお、経営戦略の改定を行った際には、越谷市公式ホームページにて、速やかにお知らせします。

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

越谷駅東口第一種市街地再開発によって整備した駐車場であり、周辺の道路交通の円滑化及び商

業圏の活性化に寄与しています。また、越谷駅に近接した大規模な駐車場は他になく、駅周辺に発

生しやすい路上駐車の抑制が図られています。

公営企業として実施す
る 必 要 性

周辺の道路交通の円滑化の観点から短時間（３０分未満）利用の無料化を実施しており、周辺の商
業施設の利用者などによる短時間の路上駐車の抑制につながっています。このように、利用料金の
確保を図りつつ公共性も担保するためには、今後も公営企業として事業を継続する必要がありま
す。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

1 (A) 26,653 27,172 26,050 26,050 26,050 26,050 26,050 26,050 26,050 26,050 26,050 26,050

（１） (B) 26,554 27,122 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000

ア

イ (C)

ウ 26,554 27,122 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000

（２） 99 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

ア

イ 99 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

２ (D) 1,588 1,592 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620

（１） 1,588 1,592 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620

ア

イ 1,588 1,592 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620

（２）

ア

イ

３ (E) 25,065 25,580 24,430 24,430 24,430 24,430 24,430 24,430 24,430 24,430 24,430 24,430

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 785 800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

（１） 785 800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 785 △ 800 △ 800 △ 800 △ 800 △ 800 △ 800 △ 800 △ 800 △ 800 △ 800

令和１１年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和８年度 令和９年度 令和１０年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

令和１１年度本年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

(J) 24,280 25,580 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630

(K)

(L)

(M)

(N) 24,280 25,580 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630

(O)

(P) 24,280 25,580 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630 23,630

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 26,554 27,122 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000

（T)

(U)

(V) 93,791 93,560 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収益的収支比率 （ ×100 ） 1,678.4 1,706.8

赤 字 比 率 （ ×100 ）

1,608.0 1,608.0 1,608.0 1,608.0

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

1,608.0 1,608.0 1,608.0 1,608.0 1,608.0 1,608.0

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

令和１０年度 令和１１年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和７年度 令和８年度 令和９年度


